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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、1992年から開始されたロシアの市場経済化過程において慢性的に発生した現物経済化現象につい
ての研究成果である。ロシアでは市場経済化政策が実施されたものの、企業間取引の期限超過債務が火急の勢
いで増加し、その勢いに比例する形で企業間取引において現金を介さない決済が急増した。ロシアの現物経済
化とは、企業間の期限超過債務を解消するために発展した非貨幣手段による決済（英語では non-monetary 
transaction）、すなわち、複数企業間での期限超過債務相殺やロシア企業独特の手形決済、現物（バーター）
決済、税の物納・免除といった取引が蔓延する経済を意味している。これらの現物経済化の中で、本論文では
特に企業間の現物（バーター）取引に焦点を絞り、まず実証的に分析した後、理論的分析を行った。 
ロシア経済バロメーターの調査によるロシア工業企業の売上高に占めるバーター割合（年平均値）は、93年
9％、94年17％、95年22％、96年35％、97年42％、98年51％、99年40％、2000年25％、2001年16％、2002
年12％となっている。この数値から、バーター取引が92年以降に急増し、98年8月の経済危機までをピーク
に売上高のほぼ半分を占めるまでに蔓延したこと、98年8月危機以降は急速に企業間のバーター割合が減少し、
バーター取引は現在では収束傾向にあることが分かる。本論文では、これらのバーター取引推移と市場経済化
政策とその実施状況との因果関係について分析を行った。そこで、有力な説となっている二説、「資金圧縮説」、
「付加価値破壊生産説」（バーチャル・エコノミー論）、を批判的に検討した後、「過剰生産説」および「制度の
不備の中での企業の適応行動の結果バーター取引が発生した」という道上氏独自の説を提示した。 
道上氏の考察の特徴は、現物経済化の急増の原因をインフレ抑制のために圧縮された金融引締政策の行過ぎ
と制度設計の失敗に求め、その結果、決済に必要な原資が市場で不足し、企業間に流動性不足状況が発生した
ことで、企業が生き残りをかけて独自に商業信用を生み出した手段として現物決済を位置づけるところにある。
道上氏はさらに、金融制度、企業の資金調達制度や企業の倒産法・破産法の未整備が影響していたことを指摘
し、企業はこのような制度的混乱下での適応を模索する過程で需要に対する過剰生産およびその生産物の現物
決済を生み出したことを示した。このことは市場経済における自己組織作用と解釈でき、現物という姿を借り
つつ背後に活発な商取引が存在していることを指摘した。また、98年8月危機以降の現物経済化の減少要因に
ついては、信用制度の整備によって現物経済化が沈静化したことを主要因に挙げ、このことが混乱期の一時的
な適応行動の側面を実証しており、現物経済化が突然変異や計画経済の遺産やロシアの特殊性というほどの持
続性を持たない現象であることも指摘した。 
本論文は、市場経済化における信用・金融制度の整備の意義の大きさ、制度の定着の重要さを浮き彫りにし
た研究であり、一見非効率に見える現物経済化現象を移行諸国の特殊性や遺産の問題に昇華してしまうのでは
なく、他の開発諸国との類似性に着目しながら制度進化という側面で多面的に分析した意欲的な研究成果であ
る。この意味で、本論文は移行経済の制度分析・進化分析の礎石となるものである。 
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論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
  本論文の構成と骨子は以下のようなものである。 
序 章 はじめに 
 第１章 ロシアの現物経済化の推移 
 第２章 現物経済化の発生についての先行研究 
 第３章 ロシアの現物経済化のメカニズム 
 終章  結論 
 
 1992年初めからのロシアの市場経済化は価格、生産活動の自由化をもって始まったが、当初から猛烈なイン
フレと生産低下に見舞われ、ロシア政府はIMFの指導の下でインフレの抑圧を中心とするマクロ経済安定化に
重点を置いて市場経済化を推し進めた。その過程で、インフレ抑圧のためのマネーサプライの圧縮によって企
業間での未払金の累積とバーターや非貨幣取引などの現物経済化（貨幣の介在しない取引）現象が現われ、さ
らに、1995年７月の為替レートの高め設定とドル・ペッグ化が図られることによって一層のマネーサプライの
圧縮を結果し、移行期の制度的不備も相まって、非貨幣取引が累増、蔓延していった。本論文は 1992年から
1998年の金融危機までの非貨幣取引の急激な蔓延（「現物経済化」と呼ばれる）という事態の統計的、制度的
確認から始めて、この事態の説明として提出された「バーチャル・エコノミー・モデル」に対して詳細な理論
的検討を加え、それを批判し、これに自己のモデルを対置することによって現物経済化のメカニズムの解明と
移行期ロシアの経済の「特殊性」を究明したものである。序章では本論文の問題意識が議論されている。「市
場移行過程では、旧システムの遺制ご新システムの導入との相互作用の中で、その国独自の市場移行が進んで
いくものと考える」と指摘され、そのような独自の市場移行を端的に表現するものとして、現物経済化がとり
あずられている。 
 第１章では、ロシアの現物経済化の具体的な内容やその推移が統計を駆使して詳細に説明されている。 
 第２章では現物経済化の発生要因に関する先行研究がとりあげられ、まず初めに、市場経済化初期のハイパ
ーインフレを沈静化させるために実施された急激な緊縮政策が市中に流通する通貨量を抑制し、そのために現
物経済化が進展したという「資金圧縮説」が検討されている。次に、「付加価値削減生産説」として、C.ギャ
ディとB.イックスのバーチャル径済論が取り上げられている。これは、「ロシアのバーター取引の発生原因が
ロシアの製造業の価値削減生産にあり、このような非効率な製造業の温存にバーター取引が貢献している」と
する説である。すなわち、「バーター取引では、商品にあたかも付加価値があるかのように「バーチャルに」
設定された価格で、すなわちロシア製造業製品の真の実力以上に高く評価されて決済されていることが、ロシ
アの製造業を存続させている」という考えから提起されたバーチャル・エコノミー・モデルの詳細な説明と検
討がなされ、以上の2つの仮説が批判的に検討されている。 
 第３章では、ロシアの現物決済化のメカニズムが先行研究のチャンのモデルの修正モデルとして理論的に解
明される。その際、理論的枠組みとしてバーチャル・エコノミー・モデルの前提と同じく、企業は過剰雇用を
しており、かつ過剰生産を行っていると仮定され、こうした「過剰生産説」という立場から、現物経済化現象
を解明している。 
 終章では、本論文の要約と今後のロシア経済の展望が議論されている。 
 筆者の考え方は、資金圧縮説とバーチャル・エコノミー・モデルとの混合的理解と考えられるが、その意義
は、チャンのモデルを援用しつつ、バーチャル・エコノミー・モデルの含意を取り入れ、部分均衡モデルの枠
組みを用いて価格と数量とを明示化しつつ、現物経済化のメカニズムを提示したことにある。さらに、移行経
済としてのロシア経済の特徴ないし特殊性（社会主義時代の取引関係の残存、破産法施行の非厳格さなど）の
理解として、体制転換に伴う不況への企業の適応行動として非貨幣取引が利用されていったこと、さらに脱税
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行為・汚職をも蔓延させたこと、これらが補強しあって一種の「制度の罠」に陥ったというポルテロビッチの
議論が援用され、制度論的アプローチが試みられている。 
 筆者の結論は、ロシアでは極めて自由主義的、急進的な市場移行政策の下での大不況に対して、地方政府の
同意の下での企業の自衛策としてバーターを始めとする現物経済化が進展したが、金融制度を始めとする市場
経済制度が未整備な状態において、企業自体が社会主義時代から出てきた直後の非効率性をもっている中で急
激にリストラすべきではないこと、ここからの政策的含意として急進的市場化政策の転換の必要性を理論的に
主張したものと言える。 
 以上のように、本論文は、ロシア語（および英語文献）の渉猟と豊富な経済統計にもとづいて、移行期のロ
シアの特徴を集中的に表わす経済の現物化現象の解明とバーチャル・エコノミー・モデルに対する批判、さら
には現物経済化のメカニズムの提示を通じて、移行期ロシアの制度的特徴と経済政策のあり方を考察したもの
であり、理論的にも実証的にも高く評価しうる労作と判断し、博士学位に相当するものと判定する。 
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